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26 ヶ所であり，回収率は 65.0％であった。 
 
2．調査手続き 


































































































設置地区 新川地区 4 15.4
富山地区 14 53.8
高岡地区 8 30.8




















形態 放課後等デイサービス単体 9 34.6
多機能または併設した施設がある 17 65.4





富山地区が 14 箇所（53.8%），高岡地区が 8 箇所
（30.8%）であった。 
(2)発足年度 
2016 年度以降に発足した事業所は 26 箇所中 8 箇
所（30.8%），2015 年度が 5 箇所（19.2%），2014
年度が 5 箇所（19.2%），2013 年度が 2 箇所（7.7%），
2012 年度が 2 箇所（7.7%），2011 年度以前が 4 箇
所（15.4%）であった。 
(3)職員数  
常勤職員数が 2 名の事業所が 26 箇所中 7 箇所
（26.9%），3 名の事業所が 5 箇所（19.2%），4 名の
事業所が 7 箇所（26.9%），5 名以上の事業所が 7 箇
所（26.9%）であった。非常勤職員・パートの人数
については，0 人の事業所が 6 箇所（23.1%），1 人
の事業所が 1 箇所（3.8%），2 人の事業所が 1 箇所
（3.8%），3 人の事業所が 5 箇所（19.2%），4 人の
事業所が 5 箇所（19.2%），5 人以上の事業所が 8 箇
所（230.8%）であった。 
(4)形態 
事業所の形態は，単体の事業所が 26 箇所中 9 箇
所(34.6%)，多機能または併設した施設がある事業所




26 箇所中 20 箇所（76.9%），作成していない事業所






11 箇所，津波は 4 箇所，不審者は 3箇所，行方不明



















回答した事業所は 26 箇所中 14 箇所(53.8%)，準備し
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富山地区が 14 箇所（53.8%），高岡地区が 8 箇所
（30.8%）であった。 
(2)発足年度 
2016 年度以降に発足した事業所は 26 箇所中 8 箇
所（30.8%），2015 年度が 5 箇所（19.2%），2014
年度が 5 箇所（19.2%），2013 年度が 2 箇所（7.7%），
2012 年度が 2 箇所（7.7%），2011 年度以前が 4 箇
所（15.4%）であった。 
(3)職員数  
常勤職員数が 2 名の事業所が 26 箇所中 7 箇所
（26.9%），3 名の事業所が 5 箇所（19.2%），4 名の
事業所が 7 箇所（26.9%），5 名以上の事業所が 7 箇
所（26.9%）であった。非常勤職員・パートの人数
については，0 人の事業所が 6 箇所（23.1%），1 人
の事業所が 1 箇所（3.8%），2 人の事業所が 1 箇所
（3.8%），3 人の事業所が 5 箇所（19.2%），4 人の
事業所が 5 箇所（19.2%），5 人以上の事業所が 8 箇
所（230.8%）であった。 
(4)形態 
事業所の形態は，単体の事業所が 26 箇所中 9 箇
所(34.6%)，多機能または併設した施設がある事業所
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多機能または併設した施設がある 17 65.4





富山地区が 14 箇所（53.8%），高岡地区が 8 箇所
（30.8%）であった。 
(2)発足年度 
2016 以降に発足した事業所は 26 箇所中 8 箇
所（30.8%），2015 年度が 5 箇 （19.2%），2014
年度が 5 箇所（19.2%），2013 年度 2 （7.7%），
2012 年度が 2 箇所（7.7%），2011 年度以前が 4 箇
所（15.4%）であった。 
(3)職員数  
常勤職員数が 2 名の事業所が 26 箇所中 7 箇所
（26.9%），3 名の事業所が 5 箇所（19.2%），4 名の
事業所が 7 箇所（26.9%），5 名以上の事業所が 7 箇
所（26.9%）であった。非常勤職員・パートの人数
については，0 人の事業所が 6 箇所（23.1%），1 人
の事業所が 1 箇所（3.8%），2 人の事業所が 1 箇所
（3.8%），3 人の事業所が 5 箇所（19.2%），4 人の
事業所が 5 箇所（19.2%），5 人以上の事業所が 8 箇
所（230.8%）であった。 
(4)形態 
事業所の形態は，単体の事業所が 26 箇所中 9 箇
所(34.6%)，多機能または併設した施設がある事業所




26 箇所中 20 箇所（76.9%），作成し ない事業所






11 箇所，津波は 4 箇所，不審者は 3箇所，行方不明



















回答した事業所は 26 箇所中 14 箇所(53.8%)，準備し
ていない 12 （46.2%）であった（表 5）。
災害に向けた備品，グッズを準備していると回答し


























それぞれ 6 箇所（42.9%），拡声器は 3 箇所（21.4%），





























































 また，年間での防災対策の実施回数は年 1 回から
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領域 項目 項目の平均得点 平均得点 標準偏差 平均得点 標準偏差 平均得点 標準偏差 平均得点 標準偏差
職員体制 利用者の避難誘導に当たる職員の数 3.1 3.2 0.90 2.8 0.90 3.0 1.03 3.2 0.63
職員がいつまで対応できるか 3.3 3.4 0.76 3.0 0.82 3.4 0.72 3.1 0.87
利用者の安全確保 3.5 3.4 0.80 3.7 0.94 3.4 0.80 3.5 0.66
利用者が状況や説明を理解できるか 3.3 3.3 0.84 3.5 1.00 3.4 0.71 3.3 0.86
地震が起こったことについての、利用者への状況説明 3.2 3.2 0.64 3.0 0.82 3.4 0.62 2.8 0.63
避難することについての、利用者への状況説明 3.0 3.1 0.64 3.0 0.82 3.2 0.67 2.8 0.63
避難誘導時の職員の適切な判断 3.0 2.9 0.70 3.2 0.69 3.2 0.65 2.7 0.67
施設設備 避難所の環境の把握 2.9 2.8 1.00 3.2 0.75 2.8 0.97 3.0 0.94
利用者の不安への対応 3.4 3.4 0.66 3.5 0.50 3.4 0.71 3.5 0.50
利用者のパニックへの対応 3.4 3.4 0.65 3.5 0.50 3.4 0.71 3.4 0.48
利用者の年齢に応じた対応                                         3.2 3.2 0.75 3.3 0.47 3.2 0.75 3.3 0.62
利用者の障害の特性に応じた対応                          3.3 3.2 0.81 3.7 0.47 3.3 0.80 3.3 0.75
施設で、保護者の迎えを待つこと 2.8 2.8 1.00 3.0 0.58 3.0 0.76 2.6 1.07
利用者が避難場所にいることができるか 3.3 3.4 0.76 2.7 0.75 3.3 0.85 3.2 0.79
避難場所で、保護者の迎えを待つこと 3.1 3.2 0.81 2.7 0.47 3.1 0.83 3.0 0.67
避難場所までの距離 2.6 2.4 0.97 3.0 1.00 2.6 0.98 2.6 1.07
海や川などからの距離 2.7 2.6 1.30 3.0 0.82 2.7 1.30 2.7 1.05
利用者の自宅への送迎 3.0 3.1 1.11 3.0 0.82 3.1 0.91 2.9 1.20
ライフラインが切断した場合の対応 3.8 3.8 0.38 3.7 0.75 3.9 0.35 3.7 0.67
情報収集 3.3 3.2 0.98 3.7 0.47 3.4 0.89 3.2 0.92
避難時の車の使用 3.2 3.3 0.82 2.8 0.98 3.3 0.61 3.0 1.15
災害時の保護者の緊急連絡先の把握 2.3 2.4 1.01 2.2 0.37 2.4 0.88 2.2 0.92
保護者への連絡 2.5 2.6 1.07 2.3 0.47 2.4 0.95 2.7 0.94
当日中に保護者への引き渡しが困難な場合の対応 3.4 3.5 0.91 3.2 0.75 3.4 0.81 3.6 0.68
役所への連絡 2.4 2.4 0.90 2.3 0.75 2.4 0.90 2.3 0.82
消防署への連絡 2.3 2.4 0.60 2.3 0.82 2.4 0.89 2.3 0.82
他機関との連携が迅速に進まない場合の対応 3.3 3.4 0.69 3.0 0.96 3.3 0.59 3.3 0.82
避難時における周囲の理解 3.2 3.4 0.78 2.5 0.69 3.4 0.89 2.9 0.74
周囲に避難の協力を求められるか 3.0 3.1 0.68 2.7 1.11 3.1 0.88 2.9 0.74
障害児の避難場所利用に対して理解を求めること 3.0 3.1 1.03 2.8 1.21 3.0 1.15 3.0 0.94
避難経路の確認 2.7 2.6 0.97 2.8 1.07 2.8 0.94 2.4 1.07
職員の明確な役割分担 2.7 2.7 0.93 2.5 0.96 2.7 1.06 2.6 0.68
災害時に活用できるマニュアルの有無 2.9 2.7 0.75 3.8 0.40 2.8 0.67 3.1 0.99
防災グッズの整備 3.0 2.9 0.87 3.6 0.80 2.9 0.99 3.3 0.67
避難用具の正しい使い方の理解 2.8 2.7 0.82 3.2 0.75 2.6 0.89 3.0 0.67
避難場所にある備品の詳しい確認 2.9 2.9 0.93 3.0 0.89 2.8 0.90 3.0 0.94
表9　全事業所およびマニュアル有無、防災対策の有無による事業所における各項目に対する不安の得点
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